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（１）基礎研究：SDGs 

基礎研究の一環として、特別区長会調査研究機構※の実施する研究会にメンバーとして参加し研

究を行った。 

① 令和元年度調査研究テーマ

「『持続可能な開発のための目標（SDGs）』に関して特別区として取り組むべき実行性のある施

策について」（荒川区提案による研究テーマ）

② 研究の概要

SDGs は、2015 年国連サミットにおいて、国際社会全体の開発目標として掲げられ、2030

年を期限とする包括的な 17 の目標が設定されている。この目標には、エネルギーや気候変動と

いった環境分野をはじめ、貧困、健康、福祉等が挙げられ、特別区の課題とも重なることから、

地域を土台にして、国際的な視点も取り入れ、特別区として実行性ある施策の方向性を探る。

令和元年度の調査研究では、SDGs に関する国内外の動向を整理し、特別区へのアンケート調

査及び先進事例のヒアリング調査等を通して SDGs に関する施策の現状を明らかにした。これ

らの調査結果から見えてきた現状と課題をとりまとめ、特別区が取り組むべきテーマ について

整理した。（特別区長会調査研究機構 調査研究報告書より）

③ 研究会実施日時及び内容

日 時 内 容 

平成 31（2019）年 

4 月 15 日（月） 

・研究の概要 

・スケジュールに関する報告及び議論 

令和元（2019）年 

5 月 20 日（月） 

・研究の全体像、研究の方向性に関する議論 

・基礎調査の報告 

6 月 24 日（月） ・次回研究会について 

・基礎調査の報告 

7 月 25 日（木） ・SDGs 研究会 

10 月 8 日（火） ・課題に関するディスカッション 

11 月 19 日（火） ・取り組むべきテーマに関するディスカッション 

12 月 19 日（木） ・取り組むべきテーマについて 

・報告書について 

※ 特別区長会調査研究機構：平成 30 年 6 月、特別区長会が、特別区及び地方行政に関わる

課題について、大学その他の研究機関、国及び地方自治体と連携して調査研究を行うこと

により、特別区長会における諸課題の検討に資するとともに、特別区の発信力を高めるこ

とを目的として設置。平成 31 年 4 月から、広く特別区の行政運営に資する課題等につい

て調査研究を行っている。 
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（２）区民ワークショップ 
 

① 開催概要 

 令和元年 9 月 21 日（土）、世田谷産業プラザ「大

小会議室」にて、幅広い世代の区民との意見交換

を通じて、自治体経営のあり方研究会の研究成果

の向上を図るため、無作為抽出により参加者を募

り、区民ワークショップを開催した。 

満 18 歳以上の区民を対象として住民基本台帳

から無作為に抽出された 600 人に募集案内を送

付し、当日は 11 人（男性 6 人、女性 5 人）が参

加した。 

 前半は、自治体経営のあり方研究会に参加している職員から研究の中間まとめを報告した上で、

区民同士で 2040 年に向けた「都市の魅力」「地域社会・コミュニティ」の視点から議論を行い、

発表した。後半は、区が目指す自治権拡充と地域行政について補足説明を行い、全体での意見交

換を行った。 

 

 

区民ワークショップ プログラム 

時間  

13：00～ 
（5分） 開会あいさつ〈せたがや自治政策研究所所長 森岡淸志〉 

13：05～ 
（15 分） 本日のプログラム・グループワークの進め方・情報提供① 

13：20～ 
（10 分） 

情報提供②：「世田谷区自治体経営のあり方研究会」中間報告（5分×2） 

2040 年に向けた「都市づくり」「地域社会・コミュニティ」 

13：30～ 
（60 分） 

グループワーク 

※３グループに分かれての議論 

 （アイスブレイク５分・議論 50 分程度・意見の整理５分） 

14：30～ 
（10 分） グループ内の意見の紹介（3分×３グループ） 

14：40 
（10 分） 

休憩 

※座席の配置換えあり 

14：50～ 
（55 分） 

全体での意見交換 

（１）グループワークを振り返って、全体での意見交換（20 分） 

情報提供③：地域行政や自治権拡充について（5分） 

（２）自治体の仕事・役割、役所の仕組み・地方分権について（30 分） 

15：45～ 
（5分） ワークショップ総括〈副区長 宮崎健二〉 

15：50～ 
（10 分） 閉会挨拶〈区長 保坂展人〉 
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② 各グループの議論 

 

〔発表内容〕 

・ 地域の中で外国人と世田谷区民が交流できるとよい。 

・ アクティブなシニアの暮らしを応援していくことは大切。 

・ 区役所に頼るだけではなく、互助の精神で助け合っていけるようなコミュニティをつくれた

らよい。 

  

〔主な意見〕 

・ 世田谷をこうしていこうという話なら「地区らしさ」を前提にするべき。 

・ 助け合えるコミュニティをつくるために、区民が自身のスキルを登録し、区のネットワーク

を通じて発信できる仕組みがあるとよい。   

・ 区役所にＡＩを導入して、職員を創造的な活動ができる職場に配置して欲しい。 

 

 

 

［各グループでの議論］ 

 

 

 

テーマ：地域共生社会の実現と繋がる力（グループＡ） 

 

•ハード面･･･身近な人と交流が出来る場がある（近所、同期、地域） ／ 銭湯で
コミュニティ ／ 空き地の有効活用 ／ カフェ議論の場、学校（子ども）を基
盤に交流

•区と区民からの発信・・・無償で ／ DIY精神な活動 ／ インタビューで顔が
見える ／ 学校の発信力 ／ 情報をすぐキャッチできる ／ 情報とりにいく
から配信へ ／ 活躍している人の見える化

•ソフト面･･･消防団に入ると地域に入れる ／ 一体感を持てる行事（祭り、マラ
ソン） ／ 20～30代の地域コミュニティ

コミュニティを形成できる場所

• オープンなカフェが欲しい ／ 世間話ができる ／ 近所とあいさつ ／ 個
人情報保護法 実害撤廃 ／ 転入者あいさつ ／ 表札がない方も

プライバシーの壁

• 子どもの世話をしてくれる人がいる→定住 ／ 地域の方によるシッター ／
公私問わずシェアリングエコノミー ／時間にゆとりのある方々に報酬ありきで地
域活動

助け合い“互助”
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テーマ：都市としての魅力ある暮らし・活力（グループＢ） 

• 世田谷区のアプリ（フリマ、仕事、買い物、カーシェア等） ／ 土地の用途地域
の変更により建ぺい率を増加させる ／ 街婚（街のみ） ／ 商業施設が増えて
ほしい（大型店） ／ 町会等の地区参加を増やす ／ 夜お酒が飲めたりご飯が
食べれるお店が増えてほしい（夜に出歩く人がいない） ／ 子育てが楽になるよ
うなファシリティや仕組みがあれば良いのでは ／ 住民税が安くなってほしい
／ 区内でコンパクト

生活

• 世田谷区のブランド他、ストーリー性を発信 ／ 神社や寺、公園、スポーツパー
クなど

文化

• 元気な高齢者に仕事を2～3時間、健康情報を交換 ／ スタートアップ企業が作り
やすい区にしては ／ 高齢者と若者が意味のあるつながりを持てるしくみ
「WIN-WIN」 ／ コンサルと契約して実効性を上げる ／ サテライトオフィ
スができるといい

商業

• 交通が便利になってほしい（電車、バス、道路） ／ 人口キャパの問題、モビ
リティを制限、まちのにぎわい ／ 田園都市線の混雑 ／ 自転車－サイクルロ
ード、安全安心 ／ 交通の無償化「世田谷パス」 ／ IoTと新しいモビリティ

交通

• デジタル弱者をなくす ／ 学校（特に大学）が増えてほしい ／ 英語が最も
学びやすい区 ／ 将来の人口増加の為、企業や大学の寮を増やす ／ 学習塾の
コスト負担が減らせないか

教育

• 海外都市との交流（人＆政） ／ 外国人が住みやすい、地域とのふれあいができ
る区

国際化

• 区役所業務のデジタル化推進 ／ 税収の増加、ふるさと納税、JA、地縁の食品、
工業、工芸品 ／ クラウドファンディングの相談窓口（稼ぐ方法を考える） ／
防災に関して（防災アプリ）

行政
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テーマ：都市としての魅力ある暮らし・活力（グループＣ） 

 

• Youはどこから世田谷へ？－それはなぜ－ ／ 大学多い ／ オシャレ、ごちゃ
まぜのおしゃれ ／ 緑地、公園 ／ 松陰神社→オシャレになった ／ 世田谷
は中間地点 ／ 高齢者は昼何してるか ex)飲む、区外へ ／ 小田急沿線がキレ
イに（高架化） ／ 下北沢は今後どうなる？

魅力

• 遊べる空き地が減った ／ ミニ開発が進んでいる ／ コミュニティバスの使い
方 ／ 車いすは入りにくい ／ 昔からの商店街がなくなる

課題

• 単純なベッドタウンではない ／ 住みやすい環境があること ／ 主婦、子ども
は何してる？ ／ 昼間人口意外と多い…ホントに住宅都市？ ／ 「住宅」の種
類が変わってきた ／ 職住近接 ／ 図書館良い

現状

•環境･･･身近な場所に緑地がある・緑地率の高い都市、公園や美術館もあり環境が
よい ／ アクティブな人…高齢者の視点持ったほうがいい、シニアはオシャレ・
若者もシニアも一緒に楽しめるまち

•場･･･図書館・喫茶店etc 住んでる人に必要なもの、商店街の活性化、店がなくな
ってるが若者向けの店増えた、オシャレなイメージ→区の魅力UP、拠点盛り上がる
→若い人来る、高齢者も楽しい

未来
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（３）政策研究特別ゼミ 

 
せたがや自治政策研究所の研究員の政策形成能力の向上を図ることを目的として平成 19 年度

より実施していた「政策研究塾」を、令和元年度より「特別ゼミ」として、内容により全庁から聴

講生を募って開催する形式に変更した。主に行政の視点から捉えていた事柄を、様々な分野の講

師を招き、幅広い視野・視点から捉え直す機会とし、ディスカッションやグループワークなどの

実践的な手法を通じて、研究員・庁内職員の育成を行っている。 

 

 

① これまでのテーマ（平成 19～令和元年度） 

 

 

 

② 令和元年度の実施内容 

「自治体経営のあり方研究」で検討中のテーマについて知見を深めるため、第一線で活躍する

研究者による特別ゼミを 3 回実施した。今回は多様な視点から行政の役割を考える良い機会とな

るため、聴講者を研究会メンバーに限らず、庁内から募集して開催した。「自治体経営のあり方研

究」の成果については、「世田谷区自治体経営のあり方 研究会報告書」として本誌に掲載してい

る。 

 

年度 テーマ 開催回数 

平成 19 年度 分権時代の区政のあり方と今後の展開 全 6回 

20 年度 地域における「知識」の創造・「地縁」の発展・「智慧」の融合 全 5回 

21 年度 ソーシャルビジネス 全 3回 

22 年度 大学連携 全 3回 

23 年度 超高齢社会を乗り越える 全 2回 

24 年度 未実施 ― 

25 年度 都区制度改革 全 3回 

26 年度 世田谷区におけるオープンデータ利活用の今後の方向性 全 2回 

27 年度 人口減少社会を考える 全 2回 

28 年度 未実施 ― 

29 年度 
100 万人都市世田谷の自治体経営を考える 全 4回 

非正規シングル女性の貧困 全 2回 

30 年度 

自治体経営のあり方 全 4回 

データを活用した政策立案 全 4回 

世田谷区の就業構造の変化 全 1回 

令和元年度 自治体経営のあり方研究 特別ゼミ 全 3回 

- 221 -



 

開催日 内 容 

Ⅰ

10/23 

人口減少時代と自治体行政のあり方 

 ～「自治体戦略 2040 構想」を踏まえて 

講師：中央大学 教授 礒崎 初仁先生 

総務省「自治体戦略 2040 構想」とは異なる立場からの 2040 年の自治体行政のあり方

について、立法分権、支援型行政、コミュニティ組織支援などの面からご講義いただ

きました。 

【参加者の声】 

 「少子高齢化により『公共私のベストミックス』といっても『公』だけでなく『私』

も弱ってくる」という話が印象的だった。

 三軒茶屋周辺まちづくりへの区民・事業者等の参加の仕方について考えるきっか

けになった。

Ⅱ 

11/12 

人口減少社会における都市空間 

 ～2040 年以降の世田谷を見据えて～ 

講師：首都大学東京 教授 饗庭 伸先生 

人口減少社会において、都市空間はどのように変化していくのか、それに対して都市

計画はどうあるべきかについて国立市の空き家活用、鶴岡市のワークショップ・空き

家バンクなどの事例紹介を交えてご講義いただきました。 

【参加者の声】 

 「人口減少による都市のスポンジ化を『新たな可能性』と捉えて都市計画を考え

ていく」という部分が印象に残りました。

 アソシエーションとコミュニティの違いを意識していなかった。今後の考え方に

取り入れたい

Ⅲ 

11/18 

都市の機能とまちづくりの考え方 

講師：筑波大学 教授 谷口 守先生 

よりよい将来の実現のために、「都市計画」に必要なのはカンフル剤ではなくまちづ

くりと公共交通を一体的に考えるという体質改善である、という内容で、ご講義いた

だきました。 

【参加者の声】 

 「黒字にすべきなのは『まち』であり公共交通ではない」というお話に納得しま

した。

 使いやすい公共交通とは「頻度」、「ネットワーク」、「安価」が揃っていることが

重要。

 都市計画の重要性を改めて認識した。

※研究員、自治体経営のあり方研究会メンバーに加え、庁内から公募した職員が参加した。 
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（４）学術機関紙「都市社会研究」 

 

 自治・協働のさらなる発展を目指すとともに、区民の主体的な

地域活動を全国に発信し、加えて幅広い分野の研究者や地域活動

に取り組む住民との研究交流を通じて、区の政策形成の基盤づく

りを図ることを目的に学術機関誌「都市社会研究」を平成 20 年度

より発行している。 

 12 号の特集テーマは「住宅都市のデザインと環境」として、テ

ーマに造詣が深い有識者の論文を 5 本、公募の論文は 4 本、研究

ノートは 1 本を査読の結果掲載し、活動報告は 2 本を掲載した。 

 掲載論文等に関しては、世田谷区ホームページで公開している。 

 
 

都市社会研究 2020（第 12 号） 掲載論文等一覧 

執筆者 論文タイトル 

特集論文「住宅都市のデザインと環境」 

饗 庭  伸 世田谷区の都市計画のこれまでとこれから 

阿部 伸太 
住宅都市・世田谷のみどりデザイン 

―田園都市論、風致地区制度、そして。「豊か」な暮らしの舞台づくり―

小柴 直樹 世田谷区の街づくり 

高木 恒一 住宅都市・集合住宅・まちづくり ―東京都町田市の事例から― 

祐成 保志 日本における住居社会学の形成 ―西山夘三『住宅問題』を読む― 

論文 

鈴木 洋昌 
廃棄物の広域処理の成否要因に関する一試論 

～都府県と指定都市の広域連携に向けた合意形成への示唆を求めて 

成 田  凌 地方移住希望者像の再考 移住相談に着目して 

小 山  治 
地方大学における地域教育は出身大学所在地への就職を促すのか 

―社会科学分野の大卒就業者に対するインターネットモニター調査―

野邊 政雄 
高度経済成長期に就労した高齢男性の主観的幸福感 

―地方中核都市での検証― 

研究ノート 

今井 隆太 
持続可能な都市に関する議論の課題 諸富徹，2018，『人口減少時代の

都市─成熟型のまちづくりへ』中央公 論新社に対する書評を中心に 

活動報告 

野沢 3 丁目遊び場づくりの会

石原  遼 

多世代で子育てするまちづくり 

―のざわテットーひろば 18 年のあゆみ― 

堀内 正弘 
地域特性を活かした「小さな場」づくりの提案 

―シェア奥沢での実践の記録― 
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（５）自治体学会への参加 

 

せたがや自治政策研究所が会員として参加している自治体学会では、毎年ポスターセッション

に出展している。今回は、令和元年度の政策研究「地域行政の推進」の内容をパネルに掲示して

報告した。また、刊行物『せたがや自治政策』、『都市社会研究』を配布し、来場者との意見交換

を行った。 

 

報告要旨 

世田谷区の人口は約 90 万人である。直近 20 年間く

らいで 10 万人以上増えており、今回開催地の堺市の人

口を超えるほどになっている。政令指定都市並みに人口

規模が大きい世田谷区では、平成 3 年から本所とは別に

5 つの総合支所と 28 箇所のまちづくりセンター（当初

は 27 箇所の出張所）を整備し、三層構造の執行体制を

つくってきた。これによって地域ごとにキメ細かな施策

を展開することを区では「地域行政」と呼んでいる。こ

の仕組みは 13 年間もの検討準備を経て実現し、現在に

いたるまで区行政の土台でありつづけている。 

「地域行政」の約 40 年の歴史を振り返るのが現在の

研究テーマの 1 つである。また、今後の時代に「地域行

政」はどのような方向に進むべきかを探るのも、もう 1

つの大きな研究テーマである。区では今後「地域行政の

推進に関する条例」の検討を進める予定であり、良い政

策形成に向けて政策研究が貢献できるよう努めたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 33 回自治体学会堺大会ポスターセッション 

日時：令和元年 8 月 23 日（金） 

会場：堺市産業振興センター 

パネル掲示内容（抜粋） 

研究課題について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「政策研究」の目的 

世田谷区は本年度から、直面する少子高齢化の進展、地域コミュニティの希薄化など、地域の姿や社会のあり様が大きく変化する中、身近な

地域・地区における行政サービスと執行体制および住民自治のあり方について改めて議論し、参加と協働を一層推進するため“地域行政の推進

に関する”条例案の検討に取り組む。 

区のシンクタンクである本研究所は、今後設置される庁内の検討会等での議論の素材となる調査研究を担うこととなった。 

研究の視点１ 

世田谷区の独自にはじめた

「地域行政制度」とは何であっ

たのか？ 

開始から 28 年経過した「地

域行政」の再認識を図るため、

当時の担当者（職員ＯＢ）ヒア

リング等により３０～４０年

前まで遡り、全庁をあげて検討

した当時の熱意や「地域行政」

の意義を振り返る。 

研究の視点４ 

これまで地域行政に

おける住民参加の仕組

みはコミュニティ組織

や町会自治会支援など

の 地 域 振 興 策 で あ っ

た。とりわけコミュニ

ティ形成の場と想定さ

れてきたコミュニティ

施設の管理運営のあり

方を再検討する。 

研究の視点３ 

世田谷区の地域行政は、当初の構

想段階から地域内分権的な要素を

もっていたものの、明確に地域内分

権を制度化したものではなかった。

 全国的には平成の大合併を経て、

地域内分権（都市内分権、自治体内

分権）を目指す基礎的自治体は増加

してきた。“地域内分権”の観点から

今後の地域行政の展開の方向性を

研究する。 

研究の視点２ 

世田谷区の総合支所は、

政令指定都市の行政区の区

役所に類似している。 

政令指定都市の区役所の

組織や役割と比較すること

で、世田谷区の総合支所の

現状を捉え直す。また、政令

指定都市で進められている

区役所改革の動向も把握す

る。 ３ 
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（６）社会調査ゼミ 

 
昨年度に引き続き、社会調査ゼミを実施した。研究所では無作為抽出標本調査やインタビュー

調査を行っており、研究員はある程度の経験を積んできている。しかしながら、これまでは社会

調査について体系的に学ぶ機会を十分に確保することが難しく、専門知識の習得は研究員個人の

努力に依存していた。また、必ずしも調査研究に従事した経験のある職員が研究員になるとは限

らないため、研究所として調査研究のスキルや知識を維持・継承することが課題となっていた。

そこで、昨年度より社会学を専攻する特別研究員が講師役となり、社会調査の基本的な考え方や

注意点などを講義し、それをもとにディスカッションをするゼミをおこなっている。 

 今年度は計 3 回の社会調査ゼミをおこなった。第 2 回と第 3 回には、研究員に加え、子ども家

庭課の職員 2 名が参加した。子ども家庭課からは、同課が 5 年に 1 度おこなっている「世田谷区

ひとり親家庭実態把握調査」について、平成 30 年度におこなった同調査の結果を踏まえて研究所

に相談がしたいという申し出があり、社会調査ゼミに参加してもらうこととなった。 

 各回の概要は下表のとおりである。子ども家庭課からの参加者があり、区のおこなう調査を題

材として担当者の問題意識を踏まえた議論をしたことで、より実践的なゼミとなった。 
 

表．社会調査ゼミの概要 

 参加者 テーマ 内容 

第 1回 研究員 7名 社会調査とは 社会調査の定義、仮説の立て方、仮説

検証の方法、説明と理論の関係 

第 2回 研究員 7名 

子ども家庭課 2名 

調査票のつくり方① 変数の尺度、集計・分析をみすえた質

問作成、選択肢の設定、ワーディング、

調査票全体の整え方 

第 3回 研究員 7名 

子ども家庭課 2名 

調査票のつくり方② 「平成 30 年度ひとり親家庭実態把握

調査」の調査票についての意見交換と

ディスカッション 

 

 
 
（７）庁内への情報発信 

 

庁内への情報発信をより強化するため、庁内広報誌への記事掲載を行うとともに Newsletter の

発行を再び開始した。 

紙面では、表面に研究所の活動紹介や区政に関連するデータ分析・トピックスなどを掲載し、

裏面に「社会調査マスターへの道」を掲載している。 

 

  

 

 

発行月 号 
令和 2 年 1 月 15 号 

 2 月 16 号 
 3 月 17 号 
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（８）その他の活動状況 

 

① 特別区長会調査研究機構への調査協力 

「特別区における小地域人口・世帯分析及び壮年期単身者の現状と課題（基礎調査）」 

特別区部では単身世帯の増加が著しく、世田谷区でも全世帯の約半分が単身世帯となっている。 

この研究は、特別区調査研究機構が実施主体になっているもので、壮年期の単身世帯に着目し、

現在の抱える課題や将来発生する課題等を明らかにし、政策等の検討の基礎資料とすることを目

的としている。 

せたがや自治政策研究所は、本研究への調査協力として世田谷区内に居住する壮年期（35 歳～

64 歳）単身者の無作為抽出調査のための標本抽出等の協力を行った。 

 

 
標本数 

【参考】 

有効回収数 単身世帯の有効回収数 

世田谷区 5,000 1,045 868 

 

 

② インターンシップの実施 

首都大学東京都市教養学部から 1 名の学生実習生を受け入れた。これは都市政策に関連する企

画立案・調査等の現場感覚を実習生が身に付ける趣旨のものである。本年度は、地域包括ケアの

地区展開をテーマに設定し、資料調査と関連部署ヒアリングを実施した。 

 

 

 

- 232 -



２.これまでの研究テーマ 
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２．これまでの研究テーマ 

 

せたがや自治政策 Vol.1 ・世田谷の地域特性の析出 

・少子化と就労女性の支援ネットワーク 

・世田谷の魅力を高めるまちづくり 

・地域活動を基盤にした協働社会のあり方 

せたがや自治政策 Vol.2 ・住民力 

・観光資源  

・世田谷の地域特性の析出 

・環境 

・ソーシャルビジネス 

せたがや自治政策 Vol.3 ・大学連携のあり方 

・住民力 

・世田谷の地域特性の析出 

 

せたがや自治政策 Vol.4 ・超高齢社会 

・大震災と自治体の対応に関する研究 

・住民力（事例分析） 

・世田谷の地域特性の析出   

・地域での国際交流活動の推進 

せたがや自治政策 Vol.5 ・区民参加に関する研究 

・都区制度改革に関する研究 

・地域における社会関係資本に関する研究 

・世田谷の地域特性の析出 

・地域公共施設の住民管理に関する研究 

せたがや自治政策 Vol.6 ・世田谷の地域特性の析出 

・世田谷区職員による自治権拡充の検討 

・世田谷区におけるコミュニティ行政の展開とその特徴に関する

研究 

・地域の社会関係資本測定のための指標再考 

・孤立死リスクの高い高齢者への支援のあり方 

・ヒートアイランドと再生可能エネルギー 

せたがや自治政策 Vol.7 ・世田谷の地域特性の析出 

・大学・地域・行政等における連携促進に関する研究 

・世田谷区の市民活動団体に関する調査研究 

・世田谷区のオープンデータ推進に関する研究 

・高齢者の社会的孤立状態と主観的孤独感 

・自治体経営における政策指向型人材の育成に関する研究 
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【参考】予算（過去５年分） 

平成 27 年度 総務費  総務管理費  企画調整費 予算額 6,801,000 円 

平成 28 年度 総務費  総務管理費  企画調整費 予算額 6,800,000 円 

平成 29 年度 総務費  総務管理費  企画調整費 予算額 7,825,000 円 

平成 30 年度 総務費  総務管理費  企画調整費 予算額 7,824,000 円 

平成 31 年度 総務費  総務管理費  企画調整費 予算額 10,135,000 円 

せたがや自治政策 Vol.8 ・世田谷区における市民活動の展開 

・母親の社会参加と子どもの教育に関する調査研究 

・世田谷の地域特性の析出 

・「世田谷区データブック１」について 

・地方創生期における「地域経営人財」の可能性～DMO を契機と

して 

せたがや自治政策 Vol.9 ・「家族・結婚・ライフスタイルに関する調査」調査結果の概要 

・家族意識に関する研究 

・伝統的結婚観・家族観と未婚化・晩婚化について 

・余暇活動における選好性と結婚観 

・世田谷の地域特性の析出 

・子どもの放課後の居場所としての新 BOP のあり方にかかる調査

研究 

せたがや自治政策 Vol.10 ・経済的困難に直面する若年女性たち 

・生きづらさを抱える子どもたち 

・家族に関する研究を振り返る 

・東京都区部における都心回帰と社会-空間構造の変容 

・世田谷の地域特性の析出 

・100 万人都市世田谷の自治体経営を考える 

・住民自治の拡充と都市内分権 

せたがや自治政策 Vol.11 ・住民自治と区民参加 

・世田谷区における協働政策の展開 

・区職員による研究チームの議論から 

・「せたがや的なもの」の出発点 

・市街地再開発事業における周辺住民への対応 

・データで見る世田谷――「働き手」と「働く場」 
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